
 
 
 
 

◆平成 25年度 私立幼稚園関係予算案（概要） 

 

 

幼児教育の無償化実現に向けて大きな一歩 

 

＜幼稚園就園奨励費補助＞ 

第 4 階層単価 62,200 円 念願の平成 21 年度水準を回復 

同時在園の第 3 子以降の負担割合が所得制限なしに 

 

○幼稚園就園奨励費補助 
 

235 億 3,800 万円（対前年度 19 億 8,800 万円増 9.2％ アップ） 
 

①私立幼稚園の補助単価の引き上げ 

Ⅰ ２２９，２００円 （３，０００円増） 

Ⅱ １９９，２００円 （３，０００円増） 

Ⅲ １１５，２００円 （３，０００円増） 

Ⅳ  ６２，２００円 （１２，４００円増） 

 

②多子世帯の負担軽減の拡充 

幼稚園に同時就園する第 3子以降の園児について、保育所保育料と同様に所

得制限が廃止され、補助対象が拡大されました。 

 ・幼稚園等に通う兄姉がいる場合 

第３子以降の保護者負担の割合 ０.０ → 所得制限を廃止 

 

 

○私立高等学校等経常費助成費補助（幼稚園分） 
 

333 億 3,300 万円（対前年度 10 億 5,900 万円増 3.3％アップ） 

園児1人当たり単価は 22,800円（対前年158円増 0.7％アップ） 
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○私立幼稚園施設整備費補助 
  

25 億 500 万円（対前年度 1 億 8,900 万円増 8.1％アップ） 

 

年越しとなっていた平成 25 年度の私立幼稚園関係政府予算案がまとまりました。 

全日私幼連では、香川敬会長を中心に強力かつ懸命な予算運動を精力的に展開し

てまいりました。その結果がこの大きな成果に結びつきました。 

今回は特に、幼稚園就園奨励費補助の第 4 階層の補助単価が 62,200 円（12,400

円）になり、全日私幼連の念願であった平成 21 年度の水準まで回復することができ

ました。 

さらに、幼稚園就園奨励費補助の第 3 子以降の保護者負担割合について、同時就

園の場合の所得制限が無くなったことにより、幼児教育の無償化実現に向けて大き

な一歩が踏み出されたと考えられます。 

経常費については、園児数が減っているにもかかわらず総額が伸びているため、

園児単価については伸び幅がより大きくなっていると考えられます。 

施設整備費については、東日本大震災の教訓等を踏まえて、耐震化促進、安全・

安心促進の観点から、より多くの予算が配慮されています。また、補助制度や融資

制度の改善充実も合わせて行っています。ぜひともこの機会に全国で、耐震化、防

災機能強化へ、お取り組みいただきたいと願います。 

関係方面の国会議員の先生方や行政ご担当者の皆様方には、執行部一同心より厚

く御礼申しあげます。詳しい予算内容につきましては私幼時報等でお知らせいたし

ます。 

                            〔今号は 3 枚〕 




